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要　約

先進国の産業政策の新潮流
～�問われる政府の役割と高市政権の
成長戦略への示唆～

経済調査部　末吉 孝行／山口 茜／吉井 希祐／ビリング 安奈

2000 年代半ば頃まで、先進国では市場メカニズムが重視され、産業政
策は抑制されていた。しかし、近年は経済安全保障リスクや気候変動、技
術覇権などへの対応から、産業政策が再評価されつつある。ロビイングの
弊害や不要な財政支出などのリスクがあるものの、外部性の大きい無形資
産は過少投資に陥りやすいため、産業政策による無形資産投資は正当化さ
れ得る。政府による知的財産生産物への投資が民間のそれを誘発すること
も示唆される。

高市早苗政権の掲げる産業政策は包括的であり、無形資産投資にも着目
しているとみられる。ただし、17 の戦略分野をＯＥＣＤの産業政策分類（企
業内型・企業間型）と投資対象（有形資産・無形資産）の２つの評価軸で
整理したところ、分野間で差が見られた。ＡＩやデジタル・サイバーセキュ
リティ、量子など、波及効果の高い分野に重点を置きつつ、防衛産業など
政府の関与が特に必要な分野に対象を絞った組み合わせが求められる。

また、８つの分野横断的課題はいずれも無形資産投資の性格が強く、産
業全体への波及効果も高い。労働市場改革やスタートアップ支援などは、
過去の政権から改革が続いている分野でもあり、政府は引き続き注力すべ
きだ。

１章　産業政策の新潮流と背景
２章　産業政策の定義、類型、リスク
３章　成熟した経済における無形資産投資と政府の役割
補論　日米欧のＡＩ振興策
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１章　産業政策の新潮流と背景
１．近年の動向

先進国では 2000 年代半ば頃まで、市場メカニ
ズムを通じた経済発展が重視され、政府の介入を
伴う産業政策は効率的な企業行動を阻害する要因
とみられることも多かった。景気安定化は主に金
融政策の役割であるという認識が強まるととも
に、財政出動を伴う産業政策は、財政健全化の流
れもあって抑制気味だった。

しかし、その傾向は 2000 年代後半の世界金融
危機を契機に変化した。金融システムが大きく毀
損し、金融政策の有効性も弱まったことで、各国・
地域で景気下支えのための財政出動が行われた。
さらに、2020 年以降においては、パンデミック
や経済安全保障、気候変動への意識の高まりを契
機に、政府の積極的な介入が一段と見られるよう
になった。

日本でも、産業政策に対する社会的な関心は変
化してきた。日本経済新聞の１年間の記事に登
場した「産業政策」の単語数を見ると、1980 年
代前半は年間 700 回超の年もあり、世論の関心

は高かった。その後は減少傾向を辿り、2010 年
代前半には年間 100 回を下回るようになったが、
2018 年頃から再び年間 100 回を超えることが多
くなり、2025 年には年間 137 回にまで増加した

（図表 1-1）。
政策手段も変化している。過去の産業政策では、

規制緩和のように、制度の修正や変更によって方
向を示し、企業を誘導していくような手段がしば
しば活用された。一方、近年では、産業構造の転
換をもたらすような分野に対して、財政支援を含
む政府の積極的な関与が見られる。以下では、先
進国の産業政策の動向とその背景について整理す
る。

２．産業政策の増加の背景と特色

先進国における産業政策の増加には、以下の要
因がある。

１つ目は、米中対立やロシアのウクライナ侵略
を背景とした地政学的緊張の高まりである。米国
やその同盟国・有志国を中心に、サプライチェー
ンの見直しや、製造業の自国回帰を促す政治的な
動きが強まっている。例えば、日本でも 2022 年
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（注）日本経済新聞の朝刊での登場回数
（出所）日経テレコンより大和総研作成

図表１-１　日本経済新聞における「産業政策」の登場回数
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5 月に成立した経済安全保障推進法（2026 年 6
月に改正）に基づき、特定重要物資（半導体など）
のサプライチェーンの強靱化が推進されており、
民間事業者に助成や利子補給などの支援が行われ
ている。

２つ目は、気候変動対策である。民間企業の自
由な経済活動に任せるだけでは、地球温暖化が進
行する恐れがある。そのような外部不経済がある
場合、「市場の失敗」を防ぐために、政府が民間
企業に対し、規制や課税、補助金などを通じて適
切な動機付けを行う必要がある。各国・地域にお
いて気候変動に対する政府の意識が高まっている
ことから、気候変動対策に関する関税や補助金、
税制優遇などの政策措置は近年増加している（図
表 1-2）。もっとも、気候変動対策への支持が有
権者の間で分かれている米国で、第２次トランプ
政権がパリ協定から再離脱したように、国・地域
によっては政治的な揺り戻しが見られる場合もあ
る。

３つ目は、ＡＩを中心とした先端技術の加速で
ある。前述の米中対立とも関係するが、技術覇権

を巡って様々な輸出規制や投資規制が実施される
など、先端技術に関係する政策措置は近年大きく
増加している（図表 1-3）。例えば、米国では外
国資本に安全保障上の重要技術や情報を取得させ
ないよう、以前から対米外国投資委員会（ＣＦＩ
ＵＳ）が対内直接投資を審査しているが、2018
年のＦＩＲＲＭＡ（外国投資リスク審査現代化法）
により、その審査対象は大幅に拡大した。日本で
も 2026 年５月 29 日、日本版ＣＦＩＵＳの創設
に向けて外国為替及び外国貿易法（外為法）の改
正法が成立した。

４つ目は、国内の産業基盤の維持・確保である。
とりわけ、米国では製造業の衰退に対する危機意
識が強い。第１次トランプ政権、バイデン政権の
時期でも、製造業による質の高い雇用の創出が重
視されていた。また、欧州でもドイツなどで自動
車大手メーカーの工場閉鎖が相次ぎ、製造業の基
盤の弱体化が懸念されている。日本でも国内投資
の不足が指摘されており、現在の高市早苗政権は
民間投資を促す政策を掲げている（高市政権の産
業政策については後述する）。
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図表１-２　気候変動対策に関係する政策措置
　　　　　 の件数
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（注）Global Trade Alert のデータベース上で、ＣＰＣコードお
よびＨＳコードでの分類に基づき、気候変動対策に関係す
る政策措置の件数を集計した。ＥＵは現在の加盟国である
27カ国の合計の件数。

（出所）Global Trade Alert より大和総研作成
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図表１-３　先端技術に関係する政策措置の
　　　　　 件数

（注）Global Trade Alert のデータベース上で、ＣＰＣコードお
よびＨＳコードでの分類に基づき、先端技術に関係する政
策措置の件数を集計した。ＥＵは現在の加盟国である 27 カ
国の合計の件数。

（出所）Global Trade Alert より大和総研作成
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２章　産業政策の定義、類型、リ
スク

１．産業政策の定義
位置付けや役割の変化に伴い、産業政策の定義

も変わりつつある（図表 2-1）。従来、日本の産
業政策に関する分析としてしばしば参照される伊
藤ほか（1988）は、産業政策を「競争的な市場
機構の持つ欠陥―市場の失敗―のために、自由競
争によっては資源配分あるいは所得分配上なんら
かの問題が発生するときに、当該経済の厚生水準
を高めるために実施される政策である。しかもそ
のような政策目的を、産業ないし部門間の資源配
分または個別産業の産業組織に介入することに
よって達成しようとする政策の総体」と定義した。
しかし、この定義では目的が「市場の失敗の是正
と厚生の向上」に絞られており、近年重要性が高
まっている経済安全保障上の要請などを主目的と
する産業政策とは、必ずしも整合的ではない。

これに対し、近年は産業政策をより幅広く捉え
る議論が主流となっている。例えば、ＯＥＣＤは、
Criscuolo et al.（2022）等に基づき、「国内企
業部門のパフォーマンスを構造的に向上させるこ

とを目的とした介入」と簡潔にしつつ、様々な政
策が含まれるように定義に幅を持たせている。学
界においても、産業構造の転換や資源配分に着目
した定義が多い。市場の失敗の是正に限定される
ものではなく、国内の企業部門に働きかけること
で産業構造の変化を促し、政策目的の達成を図る
ことが重視されるようになっている。

こうした認識の下で、注目されているのがユニ
バーシティ・カレッジ・ロンドンのマリアナ・マッ
ツカート教授等が提唱する「ミッション志向の
産業政策（和訳は大和総研による。以下同）」だ。
そこでは、とりわけイノベーションにおける政府
の役割が重視されており、試行錯誤をしつつ、リ
スクを積極的に取ることが政府の重要な役割であ
るとしている。日本でも、経済産業省が打ち出し
ている「経済産業政策の新機軸」には「ミッショ
ン志向」が位置付けられ、多様な社会・経済課題
の解決を目指すとされている。

２．産業政策の類型

産業政策の目的が産業構造の変化であるとして
も、その具体的手段については、補助金や規制、
出資など様々に考えられる。ＯＥＣＤ（2024）は、

図表２-１　産業政策の定義の例

伝統的な
考え方 市場の失敗の是正 伊藤ほか（1988）

競争的な市場機構の持つ欠陥―市場の失敗―のため
に、自由競争によっては資源配分あるいは所得分配
上なんらかの問題が発生するときに、当該経済の厚
生水準を高めるために実施される政策である。しか
もそのような政策目的を、産業ないし部門間の資源
配分または個別産業の産業組織に介入することに
よって達成しようとする政策の総体

近年の 
考え方

方向付けや構造転換を含む
産業への幅広い政策介入 Criscuolo et al.（2022） 国内の企業部門のパフォーマンスを構造的に向上さ

せることを目的とした政策介入

ミッション志向の産業政策 Mazzucato（2018）
最先端の知識を活用し、特定の目標を達成するため
の体系的な公共政策。政府には、イノベーションに
向けて積極的にリスクを取ることが求められる

（注）海外論文の和訳は大和総研による
（出所）各種資料より大和総研作成
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こうした政策手段を大きく「供給面」「需要面」「ガ
バナンス」の３つに分類して整理している（図表
2-2）。

供給面の政策は、さらに「企業内型（Within）」
と「企業間型（Between）」に区別される。企業内
型とは、個別の産業や企業に直接働きかけるもの
だ。知識の外部性や情報の非対称性に伴うコスト
及びリスクを、公的部門が一部負担することで、企
業に投資を促す。具体例としては、コストを分担す
る補助金や減税（例えば研究開発に対する税額控
除など）、リスクを分担する融資や信用保証などが
挙げられる。また、教育・訓練等を通じて人的資
本の蓄積を支援する施策も企業内型に該当する。

これに対し、企業間型は資源配分の効率化を通
じて経済全体の生産性向上を図る。資本や労働な
どの生産要素がより生産性の高い分野に移動でき
るように、枠組みの策定や環境の整備に力点が置

かれる。資本市場の整備や労働市場の流動化が代
表例であるが、起業の促進、知的財産権の保護、
貿易政策などもこれに含まれる。

もっとも、両者の効果やリスクには違いもある。
企業内型の政策手段は、個別企業への直接的な介
入であるため、効果が見えやすいものの、政府の
情報制約やロビイングの影響を受けやすい。その
ため、結果として非効率な資源配分を招きやすく
なる。他方、企業間型の政策手段は市場環境の整
備を通じて資源配分の効率性を高めることを目的
としており、質の高い制度設計がなされれば、相
対的に機能しやすい。経済全体への波及効果も高
いと考えられる。

需要面の政策は、特定の財・サービスに対する
需要に働きかけるものだ。補助金や課税を通じた
価格の抑制や引き上げのほか、公的需要の創出を
通じてその財・サービスの国内消費に影響を与え

図表２-２　産業政策の４つの類型

（出所）ＯＥＣＤ（2024）、Criscuolo et al.（2022）より大和総研作成

供給面 需要面

製品・サービスの需要に影響
を与える政策手段

製品規制
•　製品規格
•　ピグー税と補助金

政府調達

認知向上キャンペーンと行動
促進手法

枠組み
•　健全に機能する資本市場
•　労働移動の円滑化
•　税制
•　起業促進政策
•　知的財産および技術標準化
　 に関する政策

補完的な政策分野
•　競争政策
•　貿易と投資政策

投資インセンティブ
•　税額控除、補助金
•　金融支援（公的ベンチャーキャ
　 ピタル、融資、保証など）

投入要素へのアクセス
•　人的資本投資（教育、訓練）
•　政府の研究開発および公的に提
　 供される知識の移転
•　インフラ、エネルギーなど

国際協力 官民連携 産業委員会

ガバナンス
ステークホルダー間の調整を行うための仕組み

【企業間型 (Between)】

産業動態に影響を与える
枠組み的政策手段

【企業内型 (Within)】

企業業績に影響を与える
政策手段
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る。カーボンプライシング（ピグー税：外部不経
済によって生じるコストを価格に反映させる税）
のほか、新技術や新製品の普及の初期段階におい
て、政府が調達主体となって市場を創出すること
なども含まれる。

ガバナンスは、これらの政策手段を補完・統括
するとともに、産業政策全体を機能させる仕組み
だ。補助金や規制といった個別の政策手段とは異
なり、政策の調整・実施・評価を一体として担う
枠組みを指す。具体的には、政策の実施状況のモ
ニタリングに加え、研究機関、企業、政府の間で
の調整機能を担う。特に、官民連携は、民間企業
のみでは投資や行動の足並みを揃えることが困難
な状況（いわゆる「調整の失敗」。例えば脱炭素
や技術規格などのように企業間で同時対応が必要
な分野で起こりやすい）を緩和する。こうした機
能により、政府と民間の間で技術的知見の共有が
促進され、政策全体としても整合性や実効性が高
まることが期待される。

実際には、各国・地域の政府はこれらの政策手
段を組み合わせ、より包括的な産業戦略を構築し
ている。例えば、高市政権が掲げる「日本成長戦
略」に明記される 17 の戦略分野と８つの分野横
断的課題は、概念的には供給面の企業内および企
業間型の政策に対応させて整理することも可能で
ある。

３．産業政策のリスク

ただし、産業政策は民間の企業活動に介入する
ものであるため、副作用を伴い、経済に悪影響を
及ぼす場合がある。

ＯＥＣＤ（2024）等を参考に産業政策のリス
クを整理すると、大きく分けて以下の６つが存在
する（図表 2-3）。

１つ目は、政府の情報制約による支援対象選定
の難しさである。政府は将来的に成功を収める産
業や企業、プロジェクトなどを見極めるのに必要
な情報を持ち合わせておらず、支援しても効果の
薄い対象を選ぶことになりかねない。

２つ目は、政策を巡るロビイング競争による弊
害が発生することだ。産業政策は特定の企業に利
益をもたらすため、支援対象に選ばれるためのロ
ビイング競争につながりやすい。そうした競争が
激しくなれば、企業本来の生産活動ではなくロ
ビー活動に資源が浪費されたり、政治的な腐敗を
もたらしたりする可能性がある。

３つ目は、民間企業のイノベーションを阻害す
る恐れがあることだ。政府が研究開発投資を行う
と、民間企業はそれと同一の投資をする必要性が
失われ、民間企業によるイノベーションが起きづ
らくなることが想定される。

４つ目は、産業政策を担当する官僚機構がうま
く機能しない場合があることだ。効果的な産業政
策を実施・運営するためには、十分な行政能力が
求められるが、それだけの能力を備えた官僚機構
を全ての国が持っているわけではないだろう。

５つ目は、保護主義による社会全体の厚生の低
下だ。産業政策は関税や数量割当、補助金などの
措置によって、国内産業を国際競争から保護した
り、国際競争力を持つ産業を育成したりすること

図表２-３　産業政策のリスク
１．政府の情報制約による支援対象選定の難しさ
２．政策を巡るロビイング競争による弊害
３．民間企業のイノベーションを阻害する恐れ
４．実施・運営する官僚機構の欠如
５．保護主義による総厚生の低下
６．不要な財政支出が生じる恐れ

（出所）ＯＥＣＤ（2024）等より大和総研作成
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を目的とすることが多い。しかし、それらの措置
は貿易を抑制し、価格の上昇により消費を減少さ
せたり、効率的ではない生産を増加させたりして、
社会全体の厚生の低下につながりやすい。

６つ目は、不要な財政支出が生じる恐れだ。仮
に、政府が支援しなくても実施されていたはずの
投資に対して補助金を与えていた場合、実質的に
投資は増えず、支援対象となった企業の利益だけ
が増えることになる。

こうしたリスクを抱える産業政策には、これま
で世界中で数々の失敗例がある。ＩＭＦ（2024a）
では、日本の産業政策の失敗例として、1982 年
から約 13 年間実施された第五世代コンピュータ
プロジェクトが挙げられている。政府主導で進め
られた同プロジェクトは、いくつかの基礎的な技
術開発に貢献したという面はあったものの、企業
の十分な参加を促すことができず、実用的な製品
開発に結びつかないまま終了した。上述の産業政
策のリスクの観点から見れば、政府が支援しても
効果の薄い対象を選択していたことになるだろ
う。

ＯＥＣＤ（2024）では、英国とフランス両政
府主導のコンコルド計画の下で超音速旅客機を開
発したが失敗に終わったことや、米国政府から多
額の支援を受けた太陽光パネルメーカーのソリン
ドラが倒産したことが代表的な産業政策の失敗例
として挙げられている。

このような失敗例が多数あることを踏まえる
と、同様の失敗を繰り返さないためにも、産業政
策を実施する際の政府の役割は慎重に検討されな
ければならないはずだ。政府は、経済活動にお
ける中心的な担い手が民間企業であることを認識
し、社会課題の解決に向けたイノベーションや、
産業構造の転換、企業の経営環境の整備などを政

策目的とするべきだろう。具体的には、基礎研究
への支援や国内外のルール整備、国際協調の推進
などが考えられる。

政府間の国際協調の推進が功を奏した事例とし
ては、欧州の航空機メーカーであるエアバスが挙
げられる。エアバスは、欧州各国の協力による市
場規模の拡大や固定費の分散などを通じて国際競
争力を高め、米国のボーイングに対抗できるまで
成長することができた。ＩＭＦ（2024b）などで
指摘されているように、産業政策を他国と協調し
て実施することで、規模の経済や知識の共有を通
じてその効果を高められる場合もある。

産業政策は様々なリスクを抱えており、漫然と
実施するだけでは十分な成果が得られないことが
多い。しかし、民間企業だけでは受け持つことが
できない役割を政府が担うことができれば、効果
的な政策となり得るだろう。

３章　成熟した経済における無形
資産投資と政府の役割

１．無形資産の役割の高まり
前章で示した通り、産業政策は情報制約やロビ

イング、財政負担などのリスクを伴う。そのため、
対象を限定して適切な手段を用いることが不可欠
であり、どの分野に政策資源を配分するかが重要
となる。本章では、その判断基準として、無形資
産投資と経済全体への波及効果に着目するととも
に、高市政権が掲げる産業政策について評価する。

成熟した経済においては、成長の源泉は有形資
産の蓄積から無形資産の蓄積へと移りつつある。
図表 3-1 は先進５カ国（日本、米国、ドイツ、フ
ランス、英国）の就業者１人あたりの実質純資本
ストックの変化を、国民経済計算（ＳＮＡ）ベー
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スで資産の種類ごとに要因分解したものである。
多くの国で知的財産生産物やＩＣＴ機器が資本ス
トックの増加に寄与している。日本に関しても、
押し上げ幅は他国に劣るものの、同様の傾向が確
認される。

末吉・田村・岸川・石川（2023）で示した通り、
日本における資産の限界生産性を形態別に推計す
ると、無形資産は有形資産を上回る。こうした分
析からも、無形資産の蓄積は成熟経済の成長を支
える重要な要素であるといえよう。

もっとも、ＳＮＡで計上されている無形資産は、
Ｒ＆Ｄやソフトウェアなどの知的財産生産物が中
心であり、組織資本やデザインといった企業の競
争力を支える無形資産は含まれていない。こうし
た非ＳＮＡ無形資産を含む広義の無形資産投資を
見ると、日本の出遅れはより鮮明である。図表
3-2 で示すように、日本の広義の無形資産投資の
増加ペースは非常に緩やかなものにとどまり、他
の先進国との差が拡大している。日本が今後も持

続的に成長していくためには、無形資産投資の拡
大が不可欠であろう。

２．政府投資と経済成長

政府投資は経済成長を支える手段としても期待
されるが、その効果はどのような条件の下で発揮
されるのか。

Ishikawa et al.（2024）の分析によると、社
会資本は災害時を除けば単独では生産活動への有
意な波及効果が確認されない。しかし、民間・公
的部門の無形資産の蓄積と組み合わさることで、
社会資本の生産力効果が増進するという。例えば、
高速道路や港湾といったインフラも、それを活用
する企業側のデジタル技術やノウハウ、そして政
府・自治体側のデータ基盤や手続きのデジタル化
が伴わなければ、その潜在力を十分に引き出すこ
とはできない。すなわち、社会資本への投資は、
無形資産基盤の整備と組み合わせてこそ効果を発
揮する。

無形資産ＩＣＴ
機器

その他設備等

建物・構築物
（住宅除く）

１人あたり実質資本ストック
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日本 米国 ドイツ フランス 英国

（2015～ 2024年の変化率、％、％pt）

（出所）ＯＥＣＤより大和総研作成

図表３-１　就業者１人あたり実質資本ストック
　　　　　 の変化の要因分解（国際比較）

フランス 124

米国 153

ドイツ 124

英国 123
日本 110
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図表３-２　就業者１人あたり実質無形資産投資
　　　　　 の推移（国際比較）

（注）無形資産はＳＮＡで計上されるもの（ソフトウェアや研究
開発等）に加え、ＳＮＡ未計上のもの（組織資本、デザイン、
金融業の新商品開発費等）も含む

（出所）WIPO and Luiss Business School (2025). World 
Intangible Investment Highlights: June 2025 
edition. Geneva and Rome: World Intellectual 
Property Organization and Luiss Business 、ＯＥＣＤ、
内閣府より大和総研作成
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無形資産への政府投資は、社会資本の効果を高
めるだけでなく、民間投資を直接誘発する点でも
重要である。政府が行う研究開発の成果は、論文
や特許、技術移転を通じて民間企業の研究開発活
動を刺激する。加えて、政府が公的データベース
の整備など研究開発以外の知的財産生産物に投資
することで、民間のイノベーション基盤が強化さ
れる。

図表 3-3 では、民間企業の知的財産生産物の実
質投資（対数階差）を被説明変数とし、政府の知
的財産生産物の実質投資（同）、実質ＧＤＰ（同）、
実質金利を説明変数とした回帰式を推計し、その
結果をもとに要因分解を行っている。定数項は各
説明変数の影響を除いた後に残る趨勢的な増加ト
レンドを捉えており、民間企業の知的財産生産物

1）政府投資に 1 期ラグを付けた場合でも、係数はやや小さくなるものの、結果は大きくは変わらない。また、推計
対象は異なるが、操作変数法を用いた Moretti et al.（2025）では政府Ｒ＆Ｄの民間Ｒ＆Ｄへの弾性値を 0.5 程
度、ＧＭＭを用いた Velez Ospina（2025）では公的Ｒ＆Ｄの民間資本投資全体への効果について日本は短期 0.24、
長期 0.86 としており、本推計の係数の方向性はこれらと概ね整合的である。ただし、本推計では、政府投資と民間
投資が共通の要因によって同時に変動している、あるいは、両者の間に双方向の因果関係が存在する可能性を排除
できない。そのため、推計された係数が過大である可能性には留意が必要である。なお、Ｒ＆Ｄに関する先行研究
においても、政府投資の効果自体はプラスであるものの過大に推計されやすい傾向があることが、福島・池内（2025）
で指摘されている。

2）詳細は福島・池内（2025）を参照。

投資には技術進歩やデジタル化の進展等を背景と
した構造的な拡大傾向がある。こうしたトレンド
要因に加え、足元では政府の知的財産生産物投資
も民間投資を押し上げている可能性が示唆され
る 1。

こうした結果は、先行研究とも整合的である。
公的Ｒ＆Ｄについては、ほとんどの場合、経済成
長や技術革新を促進する効果が報告されている 2。
特に日本を対象とした分析では、公的Ｒ＆Ｄ投資
が経済全体にポジティブな影響を与えることが一
貫して確認されており、ＴＦＰの向上や民間企業
の生産性の改善に寄与していることが示唆されて
いる。

以上のことから、政府投資の経済効果を高める
には２つの方向性が示される。まず、社会資本へ
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（前年比、％、％pt）

（年）

民間企業の実質固定資本形成（知的財産生産物）

（注）民間企業は民間非金融法人企業と民間金融機関の合計
（出所）内閣府、日本銀行より大和総研作成

図表３-３　民間企業の実質固定資本形成（知的財産生産物）の要因分解

【推計式】
 dlog（民間企業の知的財産生産物の
 実質固定資本形成）
 ＝0.55***×dlog（一般政府の知的財産
　生産物の実質固定資本形成）
　＋0.43*×dlog（実質ＧＤＰ）
　－0.01**×（長期金利－民間企業の
　知的財産生産物の固定資本形成
　デフレーター）＋0.03***
　
　※ *** は１％有意、** は５％有意、
　　 * は 10％有意
　　 推計期間は 1995～ 2024年

政府投資要因 景気要因 実質金利要因 トレンド要因
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の投資は無形資産基盤の整備と組み合わせること
が不可欠である。次に、知的財産生産物への政府
投資は民間投資を誘発する有効な経路となる。こ
れらを踏まえると、政府は無形資産とそれを活か
す基盤の整備に投資の重点を置くことが求められ
るだろう。

そもそも無形資産のうち、とりわけＲ＆Ｄやソ
フトウェア、データベースといった知的財産生産
物は、その成果が論文・特許・技術移転等を通じ
て投資主体を超えて広く波及しやすく、社会的便
益が大きくなりやすい。他方で、投資の回収や担
保としての利用が困難な性格があるため、市場メ
カニズムの下では過少投資に陥りやすい。このこ
とは実証的にも裏付けられている。森川（2015）
は、無形資産投資が不確実性の高さや担保可能性
の低さゆえに、有形の設備投資と比べて外部資金
の調達が難しく、内部資金に依存する傾向が強い
ことを示した。この傾向は特に若い企業や中小企

業で顕著である。こうした市場の失敗の存在こそ
が、無形資産投資における政府関与の正当性を支
える根拠となる。

３．高市政権の成長戦略

＜成長戦略の全体像＞
以上の議論を踏まえ、高市政権の成長戦略を評

価する。高市政権は 2025 年 11 月に日本成長戦
略会議を設置し、リスクに対応する「危機管理投
資」と先端技術を発展させる「成長投資」を両輪
に、国内投資の拡大を目指している。その先に描
かれているのは、所得増・消費マインドの改善・
企業収益の拡大・税収の自然増という、「強い経
済」の好循環の実現だ。戦略の柱として、17 の
戦略分野と８つの分野横断的課題が掲げられてい
る（図表 3-4）。

17 の戦略分野は、テーマごとに以下の６つに
分類される。［１］安全保障・防衛産業基盤（防衛

先端科学

食・文化

①防衛産業、②航空・宇宙、③海洋、
④造船
⑤マテリアル、⑥合成生物学・バイオ、
⑦創薬・先端医療
⑧資源・エネルギー安全保障・ＧＸ
⑨フュージョンエネルギー
⑩防災・国土強靱化、
⑪港湾ロジスティクス

⑫フードテック、⑬コンテンツ

ＡＩトランスフォーメーションにより全産業の高付加価値化を加速

国内投資推進のための基盤整備
（❶新技術立国・競争力強化）

事業活動の持続性向上
（❽サイバーセキュリティ）

成長投資を可能とするリスクマネー供給強化
（❸金融）

❼賃上げ環境整備デジタル基盤
⑭ＡＩ・半導体、⑮デジタル・サイバーセキュリティ、
⑯情報通信、⑰量子

イノベーション力強化
（❷スタートアップ）

17 の戦略分野

「危機管理投資」と「成長投資」の両輪で官民投資を加速

図表３-４　高市政権の成長戦略（17の戦略分野と８つの分野横断的課題）

安全保障・
防衛産業基盤

エネルギー

国土・インフラ

８つの分野横断的課題
・17分野の投資を実現するための課題に対応
・投資を日本全国に拡大する環境を整備

人材の確保・育成（❹人材育成、
❺労働市場改革、❻家事等の負担軽減）

（注）説明の一部と 17分野の６つの分類名は大和総研による
（出所）内閣官房資料より大和総研作成
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産業、航空・宇宙、海洋、造船）、［２］先端科学（マ
テリアル、合成生物学・バイオ、創薬・先端医療）、

［３］エネルギー（資源・エネルギー安全保障・ＧＸ、
フュージョンエネルギー）、［４］国土・インフラ（防
災・国土強靱化、港湾ロジスティクス）、［５］食・
文化（フードテック、コンテンツ）、そしてこれ
らを横断的に下支えする［６］デジタル基盤（ＡＩ・
半導体、デジタル・サイバーセキュリティ、情報
通信、量子）である。デジタル基盤の４分野は、
ＡＩトランスフォーメーション（ＡＸ）による全
産業の高付加価値化を加速させる中核として位置
付けられている。

他方、８つの分野横断的課題は、特定の産業に
限定されない基盤整備を担うものである。具体的
には、国内投資推進のための基盤整備（新技術立
国・競争力強化）、イノベーション力強化（スター
トアップ）、成長投資を可能とするリスクマネー
供給強化（金融）、人材の確保・育成（人材育成、
労働市場改革、家事等の負担軽減）、賃上げ環境
整備、事業活動の持続性向上（サイバーセキュリ
ティ）が掲げられている。

＜成長戦略の評価＞
高市政権の成長戦略は政策手段として包括的な

構造を備えている。２章で整理したＯＥＣＤの産
業政策フレームワーク（前掲図表 2-2）に照らす
と、この戦略には供給面（企業内・企業間）、需
要面、ガバナンスの各類型の政策手段が幅広く組
み込まれていることがわかる。企業内型の投資イ
ンセンティブは 17 の戦略分野に広く用いられて
いる。同時に、スタートアップの育成や労働移動
の円滑化といった企業間型の政策手段が分野横断
的課題として掲げられている。さらに、防衛産業
における政府調達は需要面の政策に該当し、日本

成長戦略会議という枠組みはガバナンスの機能を
果たしている。

また、高市政権の成長戦略では、多くの分野で
無形資産やそれと密接に関連する投資が重視され
ている。各戦略分野においては、官民投資で優先
的に支援すべき主な製品・技術等が挙げられてい
るが、いずれの分野においても、無形資産やそれ
と深く結びついた有形資産が投資対象として選定
されている。加えて、分野横断的課題として位置
付けられる人材育成や賃上げ環境整備などは、特
定の産業に限定されない公的な無形資産基盤とし
ての性格を有しており、個別の戦略分野への投資
効果を高める役割が期待される。前節で述べた通
り、政府の無形資産投資は民間投資を誘発し、社
会資本への投資は無形資産基盤の整備と組み合わ
せてこそ効果を発揮する。こうした知見に立てば、
分野横断的課題の着実な実行は、17 の戦略分野
への投資の成否を左右する鍵となるだろう。

＜成長戦略の課題＞
成長戦略が政策手段として包括的であっても、

その有効性が保証されるわけではない。２章で示
したような産業政策のリスクを踏まえれば、政府
が個別セクターの「勝ち筋」を見極めて直接支援
する政策には、情報の非対称性などの問題がつき
まとう。17 の戦略分野を見ると、他の産業への
波及効果の大きさと、投資対象となる資産の種類
には分野ごとに差がある。

図表 3-5 は、17 の戦略分野に関する各政策を、
企業内型・企業間型か、無形資産投資・有形資
産投資かという２つの観点から整理したものだ。
Criscuolo et al.（2022）、ＯＥＣＤ（2024）によ
る産業政策の枠組みと、Corrado et al.（2022）
による無形資産の定義を判定基準とし、大規模言
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語モデル（Claude Opus 4.8）に 17 の戦略分野
に関する各政策のテキストを採点させた（ただし、
ＡＩ・半導体分野は、ＡＩと半導体の２つに分け
たケースも示している）。本稿執筆時点における
情報を用いたものであり、結果は幅を持って見る
必要があるが、分野ごとに性質の違いがあること
が確認できる。

例えば、ＡＩやデジタル・サイバーセキュリ
ティ、量子、情報通信といったデジタル基盤４分
野は、汎用技術として全産業に波及することが期
待され、かつＲ＆Ｄ、ソフトウェア、データといっ
た無形資産の比重が極めて高い。他方、造船や防
衛産業は便益が当該セクターにとどまりやすく有
形資産の比重が高い。

なお、半導体は企業内型で、有形資産の比重も
高いが、これは個社への設備投資の補助やリスク
分担が支援の中心であり、その投資対象も製造設
備や前工程ファブ、製造装置・部素材・イメージ
センサといった有形固定資産が多いためだ。ただ
し、半導体産業の発展は情報通信技術やＡＩの機
能向上に不可欠であるため、政策自体は個別セク
ターの支援にとどまるとしても、経済全体への最
終的な影響は大きくなることが予想される。

本章２節で述べた通り、無形資産は便益が投資
主体を超えて波及しやすく、市場に任せると過少
投資に陥りやすい。波及効果の大きさと無形資産
の集約度がともに高い分野ほど、この傾向は顕著
になる。この観点からは、17 の戦略分野の中で

防衛産業

航空・宇宙

海洋

造船
マテリアル

（重要鉱物・部素材）

合成生物学・バイオ

創薬・先端医療

資源・エネルギー
安全保障・ＧＸ

フュージョン
エネルギー

防災・
国土強靱化

港湾ロジスティクス

フードテック

コンテンツ

ＡＩ・半導体

デジタル・
サイバーセキュリティ

情報通信

量子

（半導体）

（ＡＩ）

-1.0

0.0

1.0

0.0 0.5 1.0

無形資産投資の
性格が強い

有形資産投資の
性格が強い

企業内型（Within） 企業間型（Between）

①安全保障・防衛産業基盤 ②先端科学 ③エネルギー ④国土・インフラ ⑤食・文化 ⑥デジタル基盤

図表３-５　高市政権の 17の戦略分野

（注１）17 の戦略分野に係る各政策について「企業内型─企業間型」と「無形資産投資─有形資産投資」の２軸で性格を数値化したもの。
縦軸は、各政策が支援対象とする投資が無形資産（研究開発・ソフトウェア・データ等）か有形資産（製造設備・建物等）かを表し、
１.0に近いほど無形資産投資の性格が強い。横軸は、個別企業・産業への直接的な支援（企業内型）か、市場環境の整備を通じた支援（企
業間型）かを表し、1.0 に近いほど企業間型の性格が強い。なお、ＡＩ・半導体分野はＡＩと半導体それぞれで数値化した。

（注２）Criscuolo et al.（2022）およびＯＥＣＤ（2024）による産業政策類型の枠組みと Corrado et al.（2022）による無形資産の定
義を判定基準とし、大規模言語モデル（Claude Opus 4.8）に 17の戦略分野に関する各政策のテキストを採点させた。

（出所）政府資料等より大和総研作成
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は特にデジタル基盤の４分野（ＡＩ・半導体、デ
ジタル・サイバーセキュリティ、情報通信、量子）
に政策の重心を置くことが重要だと考えられる。

もっとも、それ以外の分野においても、政府の
直接的関与が正当化される領域は存在する。まず、
安全保障を目的とする分野である。防衛産業や航
空・宇宙、資源・エネルギー安全保障・ＧＸの分
野では、市場原理のみに委ねた場合、国内の供給
基盤が維持されない恐れがある。こうした分野で
は、政府の直接的な関与が不可欠である。また、
基礎研究の領域もそれに該当する。創薬・先端医
療、量子、フュージョンエネルギーなどの分野で
は、実用化までの期間が長く不確実性も高いため、
民間だけでは投資が過少になりやすい。公的な研
究開発投資によってリスクを引き受け、民間の応

用研究や事業化を誘発する役割は、政府にしか果
たせないものである。ただし、こうした直接的関
与はあくまで対象と目的を明確にした上で行われ
るべきであり、広範かつ一律な支援とは区別され
る必要がある。

また、17 の戦略分野に比べると注目度がやや
落ちる印象があるが、８つの分野横断的課題も極
めて重要である。戦略分野と同様に、各課題に対
応する政策について、企業内型・企業間型か、無
形資産投資・有形資産投資かという２つの観点か
ら整理したものが図表 3-6 であるが、いずれも企
業間型・無形資産投資の性格が強いことがわかる。

これらの中には、「労働市場改革」や「スター
トアップ」など、石破茂政権や岸田文雄政権が推
進していた「新しい資本主義のグランドデザイン

新技術立国・
競争力強化

人材育成 スタートアップ

金融
労働市場改革

家事等の負担軽減

賃上げ環境整備

サイバーセキュリティ

-1.0

0.0

1.0

0.0 0.5 1.0

無形資産投資の
性格が強い

有形資産投資の
性格が強い

企業内型（Within） 企業間型（Between）

図表３-６　高市政権の８つの分野横断的課題

（注１）８つの分野横断的課題に係る各政策について「企業内型─企業間型」と「無形資産投資─有形資産投資」の２軸で性格を数値化し
たもの。縦軸は、各政策が支援対象とする投資が無形資産（研究開発・ソフトウェア・データ等）か有形資産（製造設備・建物等）
かを表し、1.0 に近いほど無形資産投資の性格が強い。横軸は、個別企業・産業への直接的な支援（企業内型）か、市場環境の整備
を通じた支援（企業間型）かを表し、1.0 に近いほど企業間型の性格が強い。

（注２）Criscuolo et al.（2022）およびＯＥＣＤ（2024）による産業政策類型の枠組みと Corrado et al.（2022）による無形資産の定
義を判定基準とし、大規模言語モデル（Claude Opus 4.8）に 8つの分野横断的課題に関する各政策のテキストを採点させた。

（出所）政府資料等より大和総研作成
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及び実行計画」でも強調されていたものもある。
日本経済の生産性を高めるために、引き続き政府
が力を入れていくべき分野だろう。

例えば、「人材育成」「労働市場改革」「家事等
の負担軽減」といった労働市場に関連する課題は、
日本経済への効果が大きいと考えられる。労働移
動の円滑化、女性の正規雇用比率の上昇、不本意
非正規雇用者の正規転換、高年齢者の就労促進と
いった、労働市場関連政策の効果を合算すると、
日本の潜在ＧＤＰは約８％（2040 年度までに発
現するとして年率＋ 0.5％程度）押し上げられる
と試算される 3。また、「スタートアップ」について、
日本のベンチャーキャピタル投資額対ＧＤＰ比は
Ｇ７中６位（2023 年）、起業活動指数（事業設
立前後の起業家が 18 ～ 64 歳人口に占める割合）
は 49 カ国中 43 位（2022 年）と国際的に低水準
にある 4。起業環境の整備や資金供給を通じて経済
全体の新陳代謝を促し、生産性向上につなげるこ
とが求められる。

さらに、産業政策の実効性を高める上では、国
際協調の視点も不可欠である。ＩＭＦ（2024b）
などで指摘されているように、単独で行う産業政
策は他国に対して負の外部性を生みかねず、経済
的な結びつきが強い場合にはそれが自国にも跳ね
返る。他方、2 章で述べたエアバスの事例が示す
ように、協調的に実施すればこうした悪影響を抑
えつつ、規模の経済や知識の共有を通じて効果を
高めることができる。高市政権の成長戦略におい
ても、官民投資ロードマップの策定にあたって、

3）試算の詳細は以下を参照。労働移動の円滑化（日本の企業規模間の労働者の分布が米国並みになった状態を、生
産性の高い企業に労働が移動した状態とみなして試算）、女性の正規雇用比率の上昇（女性の正規雇用比率が 30 代
以降も高水準を維持すると仮定）、不本意非正規雇用者の正規転換については末吉・是枝・高須・島本（2023）、高
年齢者の就労促進については神田ほか（2025）による。高年齢者の就労促進に関しては、60 代と 70 代前半を中心に、
就業者に占める非正規雇用者比率（性・年齢階級別）が低下し、50 代後半との差が半分に縮小すると想定している。

4）ベンチャーキャピタル投資額対ＧＤＰ比はＯＥＣＤ、起業活動指数は Global Entrepreneurship Monitor（Ｇ
ＥＭ）による。

「有志国等と連携して構築すべき機能」を具体化
する方針が示されている。半導体やＡＩなどの分
野では、有志国間でのサプライチェーン構築や国
際的な技術標準の策定が競争力を左右する。安全
保障関連分野においても、有志国との技術協力や
調達先の多元化は、国内の供給基盤を補完する上
で重要な意味を持つ。国際協調の推進は、民間企
業だけでは担いきれない政府固有の役割であり、
産業政策に伴うリスクを軽減しつつその効果を最
大化する手段でもある。

以上を踏まえると、政策の実効性を高めるため
には、横断的な基盤投資を軸としつつ、安全保障
や基礎研究など市場の失敗が明確な領域に対象を
絞った直接支援と、国際協調の推進を組み合わせ
ることが求められるだろう。

 補論　日米欧のＡＩ振興策
１．ＡＩ競争下での各国の戦略

近年、産業政策の中で各国・地域が注力してい
るのが、ＡＩ振興策だ。ＡＩに関する技術進歩が
加速度的に進み、競争が激化する中で、どのよう
な位置取りをするかが各国・地域の経済成長の趨
勢に直結し得るため、ＡＩ振興策の重要性が高
まっている。

ＡＩ振興策を進める上では、その指針となる戦
略文書が作成されていることが多い。日本・米国・
ＥＵのＡＩ戦略文書を比較したのが、図表補 -1
だ。なお、参考として中国の戦略文書も記載して
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いる。
日本の「人工知能基本計画」は、信頼できるＡ

Ｉを追求しながらも、イノベーション促進とリス
ク対応の両立を目指している。国際協調の観点か
らは、ＡＳＥＡＮなどグローバルサウス諸国を含
めた協調を志向していることが特徴的だ。

米 国 の ”Winning the Race: America’s AI 
Action Plan” は、中国との対立を念頭に置き、
同盟国と協調しながらＡＩ覇権を確立・維持する
ことで、経済や外交の面での競争に勝つことが目
的となっている。目的を達成する上で、あくまで
も政府は民間企業のイノベーションを補助する役
割に徹することが求められている。

ＥＵの ”AI Continent Action Plan” は、人間
中心で信頼できるＡＩを追求しながら、ＥＵがＡ
Ｉ分野の世界的な主導者になることを目的として
いる。そのために、価値観を共有する国と協調し
つつ、AI Act に代表されるルールを整備してい
くことが重視されている。

こうした戦略文書から読み取れるように、各国・
地域は経済だけでなく、国際関係や安全保障など
の要素も考慮しながら、それぞれの価値観に沿う
ＡＩ振興策に取り組もうとしている。

２．各国・地域のＡＩ投資規模・内容の
比較

各国のＡＩ分野への投資の規模にはどのような
違いがあるのだろうか。

2023 年の先進５カ国（日本・米国・ドイツ・
フランス・英国）の公的部門のＡＩ投資額対ＧＤ
Ｐ比を示したのが図表補 -2 だ。ＡＩ投資額には、
ＡＩに関する研究開発投資額とソフトウェアおよ
びデータベースへの投資額（いずれも OECD.AI
における推計値）の合計を用いている。日本は５
カ国の中で最も低くなっている。一方で、市場主
導で産業政策を進めることが多い米国が、公的部
門のＡＩ投資のＧＤＰ比で日本の約４倍となって
いる点は特筆すべきだろう。

図表補 -１　ＡＩ戦略文書の国際比較
日本 米国 ＥＵ （参考）中国

文書名 人工知能基本計画 Winning the Race: 
America's AI Action Plan AI Continent Action Plan 「ＡＩ＋」行動の実施

徹底に関する意見
公表時期 2025年12月 2025年７月 2025年４月 2025年８月

理念
・信頼できるＡＩの追求
・�イノベーション促進と

リスク対応の両立
・�ＡＩ覇権の確立/維持に

よる国家安全保障の実現

・�人間中心なＡＩ/信頼でき
るＡＩの追求

・�ＡＩの世界的な主導者（＝
ＡＩ大陸）になること

・�ＡＩと経済社会の各
分野との統合

・�生産/生活のパラダ
イムの再構築

・�知能経済/知能社会
の新たな形態の形成

方針/重点

・�ＡＩ利活用の加速的推
進

・�ＡＩ開発力の戦略的強
化

・ＡＩガバナンスの主導
・�ＡＩ社会に向けた継続

的改革

・�ＡＩイノベーションの加
速

・ＡＩインフラの構築
・�国際的なＡＩ外交/安全

保障の主導

・�大規模なデータ/計算イン
フラの整備

・ＡＩ向けデータ基盤の構築
・�戦略的分野でのイノベーショ

ン促進とＡＩ導入の加速
・ＡＩ人材/スキルの強化
・規制の順守と簡素化の促進

・�重点行動（科学技術
/産業発展/消費高度
化/民生/ガバナンス
能力/国際協力）の
加速

・ＡＩ基盤能力の強化

国際協調 グローバルサウス諸国
を含む包摂的協調

同盟国との戦略的協調 
（対中国）

価値観を共有する国との 
多国間協調

グローバルサウス諸
国を含む包摂的協調

類型 バランス型 市場主導型 ルール主導型 国家主導型
（出所）各種資料より大和総研作成
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同様に、民間部門のＡＩ投資額対ＧＤＰ比を示
したのが図表補 -3 だ。日本は５カ国の中で下か
ら２番目であり、民間のＡＩ投資も少ないことが
わかる。対照的に、米国は民間部門でも投資が多
く、現在ＡＩ分野で主導権を握っている一因と
なっていると考えられる。

次に、足元での各国・地域の政策の内容を確認
しよう。日本では、情報処理促進法等の改正に
より、2025 年度から 2030 年度にかけてＡＩ・
半導体分野へ補助・委託と金融支援で合計 10 兆
円以上の公的支援がなされる見込みだ。また、
2024 年に策定されたＡＩ・半導体産業基盤強化
フレームでは、上記の 10 兆円以上の公的支援を
呼び水に、10 年間で 50 兆円を超える官民投資
を促すとされており、ＡＩ関連分野への支援を加
速させている様子が窺える。

米国では、バイデン政権下で成立した CHIPS 
and Science Act により、ＡＩを含む先端技術
や半導体製造への支援が進められている。また、
National Artificial Intelligence Initiative が連

邦政府全体のＡＩ戦略の司令塔となり、AI.gov
と呼ばれるサイトにＡＩ政策に関する情報を集約
している。

ＥＵでは、ドイツの MISSION KI やフラン
スの Make France an AI Powerhouse といっ
た加盟国独自の政策に加え、ＥＵの政策である
Horizon EuropeやDigital Europe Programme
などによりＡＩを含む広範な分野への支援がな
されている。さらに、2025 年にＥＵが発表した
Invest AI initiative では、官民合わせて 2,000
億ユーロ規模のＡＩ投資の実現を目指している。

英国も AI Opportunities Action Plan や UK 
Compute Roadmap によるＡＩ関連分野への支
援政策や、AI Growth Zones による特区政策な
どに取り組んでいる。AI Opportunities Action 
Plan では、ＡＩ政策の進捗状況がダッシュボー
ドで可視化されている。

各国・地域の投資先を見ると、個別企業への補
助にとどまらず、データセンターや計算基盤と
いった全産業が共有するＡＩインフラへの投資も
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図表補 -２　先進５カ国の公的部門の
　　　　　  ＡＩ投資額対ＧＤＰ比
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アおよびデータベースへの投資額を合計し、名目ＧＤＰ比
を算出した。各データは 2023年のもの。

（出所）ＯＥＣＤより大和総研作成

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

日本 米国 ドイツ フランス 英国

（ＡＩ投資額対ＧＤＰ比、％）

図表補 -３　先進５カ国の民間部門の
　　　　　  ＡＩ投資額対ＧＤＰ比

（注）各国のＡＩ投資額を推計した OECD.AI のデータから、各
国の民間部門のＡＩに関する研究開発投資額とソフトウェ
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を算出した。各データは 2023年のもの。

（出所）ＯＥＣＤより大和総研作成
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含まれている。こうしたＡＩインフラの確保競争
は、無形資産を活かす基盤の整備を各国政府が主
導して進めていることの表れといえよう。

３．日本のＡＩ振興策が目指すべき方向
性

本論で示したことや各国・地域の現状との比較
を踏まえると、今後の日本のＡＩ振興策はどのよ
うな方向性を目指すべきだろうか。

まず、官民いずれのＡＩ投資についても、対Ｇ
ＤＰ比で他の主要国に引けを取らない水準まで引
き上げていく必要がある。情報処理促進法等の改
正による 10 兆円以上の公的支援は方向性として
望ましく、同様の政策を続けていくことが求めら
れるだろう。ただし、不必要な財政支出が生じる
ことを避けるためにも、ＥＢＰＭ（証拠に基づく
政策立案）といった観点から、政策の効果につい
ては定期的に検証していかなければならない。

また、２章で述べたように、政府は基礎研究へ
の支援や国内外のルール整備、国際協調の推進な
どの民間企業だけでは担いきれない役割を果たす
とともに、３章で述べたように、投資の重点を無
形資産への配分とそれを活かす基盤の整備に置く
ことが必要だ。ＡＩ分野において、これらはいず
れも現状では不十分だと考えられる。

そして、米国でのＡＩ政策に関する情報の集約
化や、英国でのＡＩ政策の進捗状況の可視化を参
考に、政府がわかりやすい情報発信を行うことも
重要である。民間企業の予見可能性を高め、制度
の活用が広がることにつながるはずだ。
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